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「平成３０年度上半期（４月～９月） 消費生活相談の概要」
岡山市消費生活センター

【相談の概要】 

（１）－１ 相談件数の推移

. 

（１） 相談件数は2,413件で、前年度同期（2,124件）から289件増加。 

    契約者年代別相談件数では、若年層（２０歳代まで）の相談は微増。中間層

（30歳～64歳）は減少したが、高齢者層（65歳以上）の相談が大幅に増

加（前年度同期より、＋320件）。高齢者層の相談は、相談件数の約48％

を占めている。 

（２） 相談内容は、平成29年度に急増した、商品一般（商品が特定できない架空

請求等）の相談が引き続き多数を占め901件となり、前年度同期比655件

増と大幅に増加し、相談件数の増加要因となっている。このうち、ハガキで

身に覚えのない「消費料金」を請求する架空請求に関する相談が823件（こ

のうち高齢者層は541件）と約91％を占めている。 

（３） 平成28年度に急増した、携帯電話のショートメールなどに送られてくる有

料動画サイトの未払い料金に関する架空請求などの放送・コンテンツ関係の

相談は251件と前年度同期の509件の約半数に減少した。 

（４） トラブルになった金額の合計は約5.５億円、一人当たりの平均金額は約84

万円と前年度同期の約5.９億円・約121万円に比べ減少。高齢者層では、ト

ラブルになった金額及び一人当たりの平均金額は、約１.９億円・約80万円

で、いずれも前年度同期の約３.６億円・約261万円から大幅に減少。 

37.4% 37.8% 40.5% 40.7% 48.3%
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（１）－２ 契約者年代別相談件数 

       年度 

年齢 

３０ 

４月～９月 

（件） 

2９ 

４月～９月 

（件） 

増減数

（件） 

全体比 

（％） 

前年度比 

（％） 

若年層（～２9歳） １２７ １２３ ４ ５.２% １０３.３% 

中間層（３０～６４歳） ８８５ ９４１ △５６ ３６.７% ９４.０% 

高齢者層（６5歳～） １，１６５ ８４５ ３２０ ４８.３% １３７.９% 

不明 ２３６ ２１５ ２１ ９.８% １０９.８% 

計 ２，４１３ ２，１２４ ２８９ １００.０% １１３.６% 

（特徴）

・若年層の相談は微増。中間層は減少（前年度同期△５６件）したが、高齢者層の相談

が大幅に増加（前年度同期＋３２０件）。 

・高齢者層は、相談件数１，１６５件のうち、ハガキによる架空請求の相談が５４１件

と約４６％を占める。 

（２）主な相談内容 
商品・役務別相談状況（平成３０年度上半期上位１０位） 

       年度 

区分 

３０ 

４月～９月 

（件） 

2９ 

４月～９月

（件） 

増減数

（件） 

全体比 

 （％） 

前年度比 

 （％） 

商品一般 

（商品特定不可の架空請求等）
９０１ ２４６ ６５５ ３７.３% ３６６.３％

放送・コンテンツ等 

（有料動画サイト未払い請求等） 
２５１ ５０９ △２５８ １０.４% ４９.３% 

相談その他 

（不審な電話等） 
１４９ １２７ ２２ ６.２% １１７.３% 

レンタル・リース・賃借 １０８ １１２ △４ ４.５% ９６.４% 

インターネット通信サービス 

（光回線、プロバイダの変更等） 
７９ １２１ △４２ ３.３% ６５.３% 

健康食品 ６２ ６８ △６ ２.６% ９１.２% 

役務その他 

（不用品・廃品回収等） 
４０ ４１ △１ １.６% ９７.６% 

融資サービス ３３ ３５ △２ １.４% ９４.３% 

工事・建築・加工 ３０ ３２ △２ １.２% ９３.８% 

移動通信サービス ２７ ３７ △１０ １.１% ７３.０% 

その他(上記以外) ７３３ ７９６ △６３ ３０.４% ９２.１% 

計 ２，４１３ ２，１２４ ２８９ １００.０％ １１３.６% 



- 3 - 

 ①商品一般 ９０１件（前年度同期２４６件） ＋６５５件      

 →商品が特定できない架空請求等 

※ハガキによる架空請求の相談が８２３件（前年度同期１６７件）と激増！ 

 ②放送・コンテンツ関係 ２５１件 （前年度同期５０９件） △２５８件 

→携帯電話のショートメールなどに送られてくる有料動画サイトの未払い料金

に関する架空請求やアダルトサイト、出会い系サイトの高額な料金請求に関する

トラブルなど 

※サイト利用料の架空請求が大多数を占める、デジタルコンテンツに関する相談

    は１４９件と前年度同期の３５９件から大幅に減少！

【事例１】 

携帯に有料サイトの未納料金が発生しているとＳＭＳが届いた。利用した覚えがな

いが、架電したら高額請求された。対処方法は。        （２0歳代 男性） 

〈アドバイス〉 

架空請求のため、無視してください。決して相手に連絡せず、支払わないようにし

ましょう。一度電話をかけているため、相手から電話がかかってくる可能性がありま

すが、今後は、知らない番号からの電話には出ないか、出る必要がある時は慎重に対

応し、この件に関する電話の場合は速やかにこちらから電話を切るようにしましょう。 

【事例２】 

【事例１】 

消費料金に関する訴訟最終告知のお知らせと書かれたハガキが届いた。覚えがな

い。                            （６0歳代 女性） 

【事例２】 

「総合消費料金が未納であり、訴訟を開始する」と書かれたハガキが届いた。覚え

が無いので、不審だ。対処方法は。              （５0歳代 女性） 

〈アドバイス〉 

架空請求のため、無視してください。決して相手に連絡せず、支払わないようにし

ましょう。現在、公的機関を名乗る機関から、「総合消費料金に関する訴訟最終告知

のお知らせ」や「総合消費料金未納分訴訟最終通知書」というハガキが送られてきた

という相談が急増しています。不安に感じて書かれている電話番号に連絡をしたとこ

ろ、弁護士等の紹介費用と称し金銭を要求されたという相談も多く寄せられていま

す。 

 差出人は「民事訴訟管理センター」の他、実在する公的機関によく似た名称や、実

在する中央省庁の名称を名乗るものもあります。 

 不安に感じたり、対応に困った場合は、まず消費生活センターに相談しましょう。 
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 パソコンで、画像をクリックした途端にアダルトサイトに登録されて高額請求を受

けた。支払わなければならないか。              （３0歳代 女性） 

〈アドバイス〉 

アダルトサイトのワンクリック請求と考えられ、契約は不成立と思われるので、相

手にせず、絶対に支払わないようにしましょう。

  ③相談その他 １４９件（前年度同期１２７件） ＋２２件     

 →売買契約に付随しない不審な電話に関する相談 

【事例１】 

電話で個人情報が４か所に洩れている、３か所は取り消せたが１か所は取り消すた

めに他の人を登録しなければならないと言われた。       （７0歳代 男性） 

〈アドバイス〉 

 架空の話を展開する劇場型詐欺の手口と思われるので、信用せず、無視するように

しましょう。 

【事例2】 

市の社会福祉課の職員を名乗り、「一人暮らしですか」といわれた。不審だ。どう

いうことだろうか。                     （７０歳代 女性） 

〈アドバイス〉 

個人情報の取得を目的としている電話の可能性があります。今後は、留守番電話機

能を活用し、不審な電話には気を付けるようにしてください。 
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（３）契約購入金額 

（特徴）

・トラブルになった金額（契約購入金額）の合計は約5億５千万円、一人当たりの平

均金額は約８４万円と前年度同期の約5億9千万円・約121万円に比べ減少。高齢

者層では相談件数は大幅に増加したが、ハガキによる架空請求に関する相談では、

具体的に金銭を請求される前に、対処方法について相談する場合が多いことから、

トラブルになった金額及び一人当たりの平均金額は、前年度同期から大幅に減少。 

・1千万円以上の高額な契約トラブル件数は、高齢者層が半数以上を占めており、引

き続き強力に啓発活動に努める必要がある。

契約購入金額合計 平均契約購入金額 
契約購入金額が 

1千万円以上の件数 

平成３０年度 

４月～９月 

（全体） 

 ５億４，６２８万円 ８４万円 １０件 

平成３０年度 

４月～９月 

（高齢者層） 

 １億８，６４５万円 ８０万円 ５件 

平成３０年度 

４月～９月 

（高齢者層の割合） 

３４.１％   ５０.０％ 

平成２９年度 

４月～９月 

（全体） 

 ５億８，９３０万円 １２１万円 ９件 

平成２９年度 

４月～９月 

（高齢者層） 

 ３億６，３００万円 ２６１万円 ５件 

平成２９年度 

４月～９月 

（高齢者層の割合） 

６１.６％   ５５.６％ 

平成２９年度比 

４月～９月 

（全体） 

９２.７％ ６９.４％ １１１.１％ 

平成２９年度比 

４月～９月 

（高齢者層） 

５１.４％ ３０.７％ １００.０％ 



資料３－２ 

【平成 30 年度 学校・公 館 関係】                         岡山市消費者教育推進地域協議会  H30.12.10
【市内の市立及び私立の子幼保園の園長会で広報】 

〇幼児期の消費者教育推進の依頼  （消費者教育の紹介および推進お願いおよび教材の活用（県作成）お願い） 

４月１８日私立幼稚園長会 ２０日 市立保育園長会 ２３日 私立保育園長会 ２５日 市立こ・幼稚園長会 

【教員対象研修会（小学校・中学校）（岡山市教育委員会と共催】 

  〇教員研修会 内容：岡山市消費者教育推進計画の説明および講師による講義 

  ［小学校の部］８月６日「小学校における消費者教育～契約ってなあに～」

 講師   県コーディネーター  矢吹香月      参加者  昨年度参加していない教員（８６名） 

  ［中学校の部］８月３日「先生も生徒も消費者 ～学校で何ができるか～ 」

 講師   文科省コーディネーター  荒木武文    参加者  総合的な学習及び特別活動担当教員（３３名） 

【小学校教育研究会（家庭科部）への支援：講師派遣】   

  〇研修会   ８月２９日「小学校家庭科で育成する消費生活の資質・能力」 

講師：消費者教育支援センター 総括主任研究員 柿野成美  参加者 家庭科担当小学校教諭（約４０名） 

【中学校教育研究会（技術・家庭科部）への支援：講師派遣】 

〇研修会   ７月３１日「消費と環境の学習」について 

 講師 佐賀大学大学院教授    岡 陽子  

          講師 横浜市立領家中学校副校長 葛川幸恵     参加者 岡山市中学校技術・家庭科教員 （約３０名） 

【青少年育成協議会等（中学校・高等学校）】 

  〇中高生徒指導連絡協議会（６月、１０月） 教材の紹介および出前授業の紹介。 

〇青少年育成協議会研修会・・（７月１２日）・・・中学校区の育成協議会会長、育成協議会担当教諭・校長 約１００名 

※ 豪雨災害のため中止となったがプレゼン資料を各委員に後日配布した。

【学校への教材提供】 

  〇岡山南校 「社会への扉」２５０冊（家庭科授業）「指導書」４冊（教師用） 

  〇岡山市立古都小学校，財田小学校の児童へ補助教材の提供 1月の授業に活用予定 

【「ぼくもわたしも消費者」若しくは「小学生も消費者」（家庭科での授業）】 

【公民館との協働】 （研修課への講師派遣） 

１０月１６日 「公民館で消費者教育を行うには」 

講師 消費者教育支援センター 総括主任研究員 柿野成美   参加者 社会教育主事     （２５名） 

１１月２６日「公民館職員が知っておくべき著作権法の基礎知識とそのルール」 

講師 横浜国立大学成長戦略研究センター 客員教授 川瀬 真 参加者 地域担当職員等    （３６名） 

【公民館及び県アスエコとの協働】 「環境学習出前講座」 （エシカル教育） 



資料３－２ 

【平成 30 年度 学校・公 館 関係】                         岡山市消費者教育推進地域協議会  H30.12.10
     ８月 ７日 大元公民館  児童２１名、保護者１５名  ８月２１日 瀬戸公民館  児童１７名 保護者１０名 











資料３－５

                    消費者教育推進地域協議会 H30.12.10 

消費生活マイスター講座          参加者募集（市広報紙に掲載） 
契約トラブルなど消費者問題の解決に必要な知識とそれを周りの人に伝える手法を身に付ける連続講座を開催します。 

場 所   きらめきプラザ（北区南方二丁目） 

対 象   市内在住・在勤・在学で全６回参加できる人    定 員   先着４０人  

時 間   １３：００～１７：００ 

申し込み先 （株）東京リーガルマインド岡山支社  締め切り日 １月１６日までに 

マイスター講座

レベルアップ講座

回 開講日 講座テーマ・内容 講 師 回 開講日 講座テーマ・内容 講 師 

１ 
1 月 18 日 

(金） 

・消費者問題の現状とトラブルの実態 

・消費者市民社会について 
弁護士 ４ 

2月 8日

(金) 

・消費者を取り巻く法律の基礎知識 

（製品安全法・PL法・保険法・・・

・金融商品に関する基礎知識 

弁護士 

２ 
1 月 25 日 

(金） 

・インターネットトラブルについて 

・衣食住及び医療・健康について 
弁護士 ５ 

2月15日

(金) 

・伝える技術・トラブル事例紹介 

・グループ学習 
NPO 法人 

３ 
2 月 1 日 

(金） 

・消費者を取り巻く法律の基礎知識 

（民法・消費者契約法・特定商取法等）
弁護士 ６ 

2月22日

（金） 

・グループ学習 

・修了式 
NPO 法人 

回 開催日 講座テーマ・内容 講 師 

１ 2 月 27 日（水）

最近の消費者問題について 

 近年増加している消費者被害を参考に基礎的な法知識、また紛争の予防や

解決方法を学ぶとともに消費者教育推進法が掲げる「消費者市民社会」の理

念に従い、消費者として、自らの利益・・・・・ 

弁護士 


